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-KPI設定は参加者目線

ソニーは参加者の満足度を聞いている。 IBMは現在では「学びウィーク」への参加率が

指標の一部となっている。丸井グループも外部のオンライン学習コンテンツなどへの参加

率を見ているものの、先に紹介したように、短期的な習得スキルや実績だけを評価対象

にすることで本質を見失うことは避けたいとし、手挙げの文化は、強制せず、評価もしない

ところで醸成されてきたため、参加した人の満足度や自律性を重視すべきとしている。

-参加する個人のなかに学びのストーリーを創る仕掛けがある

ソニーの実践コミュニティは、講義形式ではなくワークショップ形式で行われており、ワー

クショップのなかで自組織の課題感や問題解決の方法について議論する場を設けてい

る。丸井グループは、「何のために働いているのか」を対話するところからのスタートだった。

手を挙げて参加する時にはなぜ参加を希望するのか、どのような意見があるのかをレ

ポートにまとめて提出する。

IBMは企業のパーパス（世界をより良く変えていく‘‘カタリスト’'になる）と、個人のパーパス

（一人ひとりが長期的に実現したいこと、大切にしたい価値）の輪の重なるところが、「IBM

の仕事を通じて成し遂げたいこと」だとした上で、個人の成長のためのプラットフォームとし

てYour Career、Your Guide 、Your Learningという 3つの場を統合している。

3社の取り組みに共通しているのは、参加する個人のなかに自分自身のキャリアや学び

についてのストーリーがあるということだ。

37 I Cha pt er4 対話型の学びの場をどうつくるか（実践編）

eo コアメンバーの引退時期の設定
ソニーおよび『創造性を引き出しあう職場の研究』プロジェクトで取材したNTTデータの

コミュニティでも同様の現象が見られた。両社とも7名から8名の「コアメンバー」が存在し、

立ち上げのタイミングでコアメンバーである自らの引退・引き継ぎの時期を決めていた。実

践コミュニティのメンバーを円で描くと、中心円にコアメンバーやコーディネーター、次の円

はアクティブメンバーや周辺メンバー、最後が何の関心もないアウトサイダーだ。

コアメンバーからアクティブメンバーにバトンを渡すことで、新たな当事者間での問題•関

心の再定義をしながら、学習テーマの再設定をすることで、テーマの陳腐化を避けること

ができる。

E口＂対話型の学びの場の創出プロセス

三
ンバーの

退時期の設定

ンバーとの
築

公式非公式の
別がなくなる
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意図的な「対話の場」の創出が、
自ら学ぶ人をつくる

大人の学びが話題だ。

人的資本経営、リスキリングと、学ばない個人をいかに学ばせたらよいのか、人

材開発に関わる人事や管理職は頭を痛めている。

これまでに従業員の学び支援をまったくしてこなかった企業では、通信講座や

人気の講師を呼んで講演会を開催するところから始めている。福利厚生の一部

として実施されているケースも多い。

しかし、福利厚生としてのコンテンツの提供や、既知のやり方を学ぶ集合研修や

OJTだけでは、事業展開や新たな価値創造に必要な人材の確保は進まない。

なぜか？

豊かさを得た日本のなかで、目の前にあるのは難しい問いばかりだ。各企業が

真の価値創造や社会課題に向き合おうとした時には、「この価値を創るまでは、

この課題を解決するまでは……」という継続した意欲や行動が必要となり、サ

スティナブルな学びが必要になる。しかし、やらせた学びは長続きしない。
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そもそも、人的資本の所有者は従業員個人で、学びの主導権は常に個人にある。

ところが、学びについてはとかく「やらされ感」のある人も多い。長きにわたってや

らされてきた「勉強」のイメージが強く、学びの主導権を取り戻せない大人も多い。

「やらせる学び」はコンテンツを用意しさえすればいいが、個人が学びの主導権を

取り戻すのは、簡単なことではない。だからといって、このまま学びの主導権を渡

さず、やらせ続けるのか。あるいは、個人に学びの主導権を取り戻してもらうため

の場を創る支援をするのか。

働き方の主導権が個人に移る大きな兆しが見えてきているなか、学びの主導権

も「個人」が握っている。そして、個人が学びの主導権を握るかたちで戦略的に人

材開発を進めるためには、本稿で紹介したように組織で学ぶ仕掛けが必要だ。

個人が持つ学びの種を見つけ、発芽させる機会を意図的に創ることこそが、真

の意味での「人的資本経営」であリ、組織を強くしてくれるものだろう。. .. 
9 鼻•
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